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第5章 共通施策

図るため、イオンクロマトグラフを用いた検討を行い、各
物質について排出基準以下で測定可能な手法を確
立し、現場のサンプルを問題なく測定できることを明
らかにしました。

ア ファイトレメディエーションによる汚染土壌浄化方法
の開発
   圃場及び県内の水銀鉱山跡地での栽培試験を行
い、アジサイの水銀吸収能力について検討しました。
これらの結果から、アジサイを用いてファイトレメディ
エーションを実施した場合、土壌汚染対策法の土壌
含有量基準（水銀 15mg/kg）を浄化目標すると、
15.13mg/kg から15.64mg/kg の汚染土壌の浄
化には、６〜２９年必要であると推定されました（実験
に用いた土壌での推定値）。
   水銀吸収後のアジサイは、花弁部に水銀を蓄積し
ないことから、花の部分は観賞用として利用し、水銀
を含む葉については、１２月〜１月にかけて落ち葉を回
収し、廃棄物処理システムにより飛灰から金属水銀を
回収することが可能であることがわかりました。

イ 廃棄物リサイクル製品の評価方法の検討
廃棄物リサイクル製品の安全性評価のための分析

手法の検討として、酸化数により毒性が異なるクロム
を対象に、リサイクル製品が利用される環境を想定し
た条件を付加した試験を行いました。
  これらの試験結果から、太陽光・紫外線照射試験
では六価クロム溶出量に変化がみられないこと、ｐＨ
条件を付加することによりアルカリ側で六価クロムの
溶出量が増加すること等について確認出来ました。
  これらのことから、従来行われていた溶出試験によ
る安全性評価を補完する手法のひとつとして、製品に
含まれる重金属等について環境中での挙動を予測し
うる試験法・試験条件を確認することができました。

ウ 干潟・藻場の回復・再生技術の開発
多様な生物が定着する人工干潟造成手法の開

発、放置された沿岸休耕地の干潟への再生技術開
発に取り組みました。浚渫土を用いて造成した人工
干潟において経過観察を行った結果、造成後約３年
で底生生物量が造成前の約２倍に、種類数が約５倍
に増加すること、造成から６年後においても豊富な生
物量を維持できることが確認され、浚渫土を用いた
干潟造成手法の有効性が認められました。また、沿
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岸休耕地に海水を導入し、干潟への再生を試みたと
ころ、開始後約３年で底生生物量が天然干潟と同水
準にまで回復すること、放流アサリが良好に生育する
ことが確認され、干潟再生手法として有効であること
が実証されつつあります。

エ 赤潮・底泥対策技術の開発
英虞湾をフィールドに、貧酸素水塊の発生源となる

底泥（ヘドロ）の堆積メカニズムについて調査を行い
ました。その結果、河口域には陸起源の有機物が、
湾中央部には増殖したプランクトン由来の有機物が
主に堆積していることなど、環境動態シミュレーション
モデルの構築に必要な知見が収集できました。一方、
有害赤潮プランクトンであるヘテロカプサを特異的に
殺す殺藻ウイルスに着目し、殺藻ウイルスを活用した
赤潮防除技術の開発に取り組んだ結果、殺藻ウイ
ルスがヘテロカプサの増殖を抑制する一定の効果が
あることが明らかとなりました。同時に殺藻ウイルス
の活性を低下させない保存技術も確立し、殺藻ウイ
ルスを活用した赤潮防除技術の確立におおよその目
処が立ちました。

オ 熊野灘沿岸域における有害プランクトン優占化機
構に関する研究

伊勢湾から英虞湾の沿岸域で実施した有害プラ
ンクトンの分布調査及び人工衛星による海色情報や
自動観測ブイのデータ等から、有害プランクトンの一
種が伊勢湾・三河湾方面から熊野灘沿岸に輸送され
る様子が捉えられ、熊野灘沿岸における赤潮発生の
一因として、伊勢湾系水の波及が影響している可能
性が示唆されました。

ア 森林吸収源計測 ･活用体制の整備
森林の炭素吸収量を算定するために、県内 6 か所

において、調査地概況調査、枯死木調査、堆積有機
物量調査、土壌サンプルの採取を行い、内２か所にお
いては、代表土壌断面調査を行いました。

イ 森林が閉鎖性海域の環境に及ぼす影響の解明
沿岸域の森林が海域に及ぼす影響を明らかにす

ることを目的に、英虞湾沿岸の広葉樹林の実態調
査を行うとともに、設定したリタートラップにおける落葉
量を2 年間継続して測定しました。その結果、ウバメ
ガシが主要な樹種である沿岸域の広葉樹林におい
て、年間落葉・落枝類は 600 〜 650ｇ/㎡程度で、

5章3節

●
環
境
保
全
に
関
す
る
調
査
研
究
等

の
推
進

1−4多様な自然環境保全に関する調査研究



86

ア 森林吸収源計測・活用体制の整備
（第５章 第３節 １ 環境汚染の防止・自然環

境の保全等に関する調査研究 1-4 ア参照）

このうち、約 2/3 が落葉、残りが枝・その他で占めら
れました。また、リターバック法により，沿岸広葉樹リタ
ーの分解速度，沿岸小動物のリター利用実態を調査
しました。（水産研究所等と共同で実施）

ウ 管理不足林分における間伐の効果に関する研究
県内の間伐実施林分について、プロット調査（100

〜 300m2）を行いました。調査林分数は、ヒノキ 29
林分（調査時林齢 37 〜 60 年、間伐経過年数 0
〜 5 年）、スギ 21 林分（調査時林齢 34 〜 68 年、
間伐経過年数 0 〜 5 年）でした。調査林分の立木
密度は間伐により、林分収穫表の密度とほぼ同程度
となっていましたが、間伐前の密度は、非常に高く、一
度の間伐で、強度に間伐が行われた林分が多く見ら
れました。このため、樹冠長率が 0.35 以下の林分が
半分以上を占め、平均胸高直径は林分収穫表の値よ
り全体的に小さい傾向にありました。

エ 農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法
の開発

農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法を
開発するため、県中部の水田転換畑等のキャベツほ
場を対象に、減農薬栽培に取り組んでいるほ場と慣
行栽培ほ場において、見取り調査及びピットフォール
調査により、害虫及び天敵の種、数を調査し、指標と
なる生物の候補を選抜しました。

オ 英虞湾漁場環境にかかる調査
英虞湾における真珠養殖業の赤潮や環境変化に

よる被害を防止するため、水質・底質調査や底生生
物・プランクトン調査を実施するとともに、調査結果を
「プランクトン速報」や「赤潮情報」として取りまと
め、関係機関に情報提供を行いました。

カ アユの減少要因の解明に関する研究
放流後のアユの減耗状況を定量的に評価し、減

少要因を究明するとともに、その対策を検討しまし
た。

キ 漁業資源評価にかかる調査
200 カイリ水域内におけるアジ・サバ・イワシ類等重

要漁業資源の持続的利用を図るため、資源量評価
とその動向予測を行い、科学的根拠に基づく漁獲可
能量の推定を行いました。
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